





















る。例えば、花岡 (2009, 2010) では、事業所の離職率に対してどのような要因が影響して
いるのかを対象として分析が行われており、大和 (2010, 2014) においても、介護労働者の
満足度には何が影響するのかといった点を対象として分析が行われている。また、さかの





国における高齢社会の進展があげられる。統計局によれば、2016 年 7 月時点での 65 歳以
上の人口は 3448 万人である。つまり、介護産業に対する需要は非常に大きなものであると
いえよう。だが、労働供給のほうに目を向けてみると、介護労働者の離職率の高さが目立






















ながらサーベイを行う。続く 3 章では分析の枠組みを提示し、4 章では分析結果とその解釈
を記述する。そして 5 章では、今後の分析の展開と、政策的な結論について述べる。 
 





の結果が個人の幸福に作用するというものである。この仮説自体は Veblen (1899) や
Duesenberry (1953) 、Scitovsky (1976) においても取り上げられているように、古くから















ー理論と関連した著名な研究としては Bènabou and Tirole (2003) があげられ、プリンシ
パル・エージェント間での情報の非対称性が、モチベーションのクラウディング・アウト











におけるソーシャル・キャピタルは人々の幸福度を向上させることが Helliwell and Huang  
(2010) や Requena (2003) において指摘されている。つまり、ソーシャル・キャピタルに
ついても以下の仮説が提示できる。 
 




なることも指摘されている 1。Wisebrod (1988) では非営利組織の労働者はより自発的に労
働供給を行うという ”Donated Labor” が指摘されている。さらに、Besley and Ghatak 




仮説 4 ： 以上にあげた仮説の検証結果は、法人形態ごとに異なる。 
 
3 章 モデルとデータ 




                            




調査では 17030 件の事業所とそこに勤務する労働者 51090 人をサンプルとして対象とし、




 本稿では、仮説 1, 2, 3 を検証するための推定式を以下とする。 
 
Pr (𝑦𝑦𝑖𝑖 = 𝑗𝑗|𝑗𝑗 ∊ {1, 2, … , 5}) =
𝛽𝛽1ln (𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊)𝑖𝑖 + 𝛽𝛽2𝑅𝑅𝑊𝑊𝑅𝑅𝑊𝑊𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑊𝑊 𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑦𝑦𝑖𝑖 + 𝛽𝛽3𝐼𝐼𝐼𝐼𝑅𝑅𝐼𝐼𝑅𝑅𝐼𝐼𝐼𝐼𝑅𝑅𝐼𝐼 𝑀𝑀𝑀𝑀𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑊𝑊𝑅𝑅𝑅𝑅𝑀𝑀𝐼𝐼 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑦𝑦𝑖𝑖 +













あるが、加藤 (2015) では Schmacher (1997) や花岡 (2009, 2010) を参考のうえで以下の
ように設定した。 
 















𝑅𝑅𝑊𝑊𝑅𝑅𝑊𝑊𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑊𝑊 𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊 𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝐷𝑦𝑦𝑖𝑖 = �
1 if ln(𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊)𝑖𝑖 − ln𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊𝑊�������� < 0
0 if 𝑀𝑀𝑅𝑅ℎ𝑊𝑊𝐼𝐼𝑒𝑒𝑅𝑅𝐼𝐼𝑊𝑊
 … (3) 
 
 (3)式において、もし、労働者𝑅𝑅の所定内賃金が他者の賃金よりも低い場合、左辺は 1 をと
る。そして、もし、労働者𝑅𝑅の所定内賃金が他者の賃金と等しい、あるいは、それ以上であ
った場合、左辺は 0 となる。つまり、(1)式の 𝛽𝛽2 が負であり、なおかつ有意性を持った場




ー変数である。したがって、(1)式の 𝛽𝛽3 が正であり、なおかつ有意性を持った場合、仮説 2
は支持される。 
                            






者𝑅𝑅が選択した場合、1 の値をとるダミー変数である 3。よって、(1)式の 𝛽𝛽4 が正であり、





















                            





4  性別ダミーは女性を 1、結婚ダミーは既婚者を 1 としている。そして、地域ダミーは、
関東地方をレファレンス・グループとして、北海道地方と東北地方、関東地方と中部地
方、関西地方と四国地方、中国地方と九州地方の 8 地方に区分して、それぞれを 1 とし
ている。 
5  花岡 (2010) において、事業所の離職率と研修は負に相関することが指摘されている。 
6  労働者𝑅𝑅の教育年数の代理変数として、本稿ではダミー変数を用いて推定を行う。なお、
ダミー変数はそれぞれ、介護を専攻とする専門学校、その他の専門学校、介護を専攻と
する大学、その他の大学を学歴としてチェックしたものを 1 とするダミー変数である。 
7  就業形態ダミーは労働者𝑅𝑅が非正規であった場合に 1、非新卒ダミーは労働者𝑅𝑅 が非新卒
である場合に 1 をとるダミー変数である。また、Frey and Benz (2003) では、事業所の
規模と労働者の幸福度は負に相関することが指摘されており、それを参考にして本稿で
は事業所規模も説明変数のひとつとして加える。なお、事業所の規模ダミーは、5 人未
満の事業所をレファレンス・グループとし、5～9 人、10～19 人、20～49 人、50～99
人、100 人以上という 5 段階に設定し、労働者𝑅𝑅が該当した場合 1 をとるダミー変数であ
る。そして、職位ダミーは、労働者𝑅𝑅が現場主任、その他の管理職に該当した場合、それ















𝑑𝑑𝑖𝑖𝑖𝑖 = 1 if 𝑦𝑦𝑖𝑖 = 𝑗𝑗 𝑗𝑗 ∊ {1, 2, … ,  5} 
 






するグループである。ゆえに、上記の三つのサブサンプル間で係数𝛽𝛽1, 𝛽𝛽2, 𝛽𝛽3, 𝛽𝛽4 の値や有
意性が異なる場合、仮説 4 は支持される。なお、より頑健な結果をだすことを目的とし、
本稿ではすべての推定において White の頑健な標準誤差を用いて推定を行う。 
 






























就業継続意向においても仮説 2 及び仮説 3 は支持される。また、係数の大きさについても、
職務満足度と同じ傾向にある。 































































































必要である 11。法人形態ごとに労働者の行動が異なる理由として、先述の ”Motivated Agent” 
のほかにも理由が考えられる。Francois (2000) や Francois and Vlassopoulos (2008) では、
非営利組織では利潤分配制約によって、他者の労働供給にフリーライドするインセンティ
                            






人形態間における労働者の行動の違いの理由を説明する際、Besley and Ghatak (2005) が












Bènabou, R. and Tirole, J. (2003) "Intrinsic and Extrinsic Motivation", Review of 
Economic Studies, Vol. 70, No. 3, pp. 489-520.  
Besley, T. and Ghatak, M. (2005) "Competition and Incentives with Motivated Agents", 
American Economic Review, Vol. 95, No. 3, pp. 616-636.  
Borzaga, C. and Depedri, S. and Tortia, E. (2010) "The Growth of Organizational 
Variety in Market Economies: The Case of Social Enterprises", Eurise Working 
Paper No. 003/10.  
Clark, A. and Oswald, A. (1996) "Satisfaction and Comparison Income", Journal of 
Public Economics, Vol. 61, No. 3, pp. 359-381.  
Dixit, A. (2002) "Incentives and Organizations in the Public Sector: An Interpretative 
Review", Journal of Human Resources, Vol. 37, No. 4, pp. 696-727. 
Duesenberry, J. (1953) Income, Saving, and the Theory of Consumer Behavior, 
Harvard University Press: MA. 
Durlauf, S. (2002), "On the Empirics of Social Capital", Economic Journal, Vol. 112, No. 
483, pp. F459-F479.  
Durlauf, S. and Brock, W. (2007), "Identification of Binary Choice Models with Social 
Interactions", Journal of Econometrics, Vol. 140, No. 1, pp. 52-75. 
Easterlin, R. (1974) "Does Economic Growth Improve the Human Lot? Some 
Empirical Evidence", Nations and Households in Economic Growth: Essays in 
Honor of Moses Abramovitz, pp. 89-125. 
Francois, P. (2000) "'Public Service Motivation' as an Argument for Government 
                            
12 非営利組織における利潤分配制約については Hansmann (1980) を参照。 
13 
 
Provision", Journal of Public Economics, Vol. 78, No. 3, pp. 275-299. 
Francois, P. and Vlassopoulos, M. (2008) "Pro-social Motivation and the Delivery of 
Social Services", CESifo Economics Studies, Vol. 54, No. 1, pp. 22-54. 
Frey, B. (1997) Not Just for the Money: An Economic Theory of Personal Motivation, 
Edward Elgar Publishing: Cheltenham. 
Frey, B. and Benz, M. (2003) "Being Independent is a Great Thing: Subjective 
Evaluations of Self-employment and Hierarchy", IEW Working Paper No. 135. 
Hansmann, H. (1980) "The Role of Nonprofit Enterprises", Yale Law Journal, Vol. 89, 
pp. 835-901. 
Helliwell, J. and Huang, H. (2010) "How’s the Job? Well-being and Social Capital in 
the Workplace", Industrial and Labor Relations Review, Vol. 63, No. 2, pp. 205-227.  
Putnam, R. (2000) Bowling Alone: The Collapse and Revival of American Community, 
A Touchstone Book: New York. (柴内康文訳 (2006) 『孤独なボウリング ‐米国コミュ
ニティの崩壊と再生』, 柏書房.) 
Requena, F. (2003) "Social Capital, Satisfaction and Quality of Life in the Workplace", 
Social Indicators Research, Vol. 61, Issue 3, pp. 331-360. 
Rose-Ackerman, S. (1996) "Altruism, Nonprofits, and Economic Theory", Journal of 
Economic Literature, Vol. 34, pp. 701-728. 
Schumacher, E (1997) "Relative Wages and Exit Behavior among Registered Nurses", 
Journal of Labor Research, Vol. 18, No. 4, pp. 581-592. 
Scitovsky, T. (1976) The Joyless Economy, Oxford University Press: London. (斎藤精一
郎訳 (1979) 『人間の喜びと経済的価値‐経済学と心理学の接点を求めて‐』, 日本経
済新聞社.) 
Veblen, T. (1899) The Theory of the Leisure Class, Macmillan: London. (高哲男訳 
(1998) 『有閑階級の理論』, 筑摩書房.) 
Weisbrod, B. (1988) The Nonprofit Economy, Harvard University Press: MA. 
石川経夫 (1991) 『所得と富』, 岩波書店. 
浦川邦夫, 小塩隆志 (2012) 「主観的厚生に関する相対所得仮説の検証 -幸福感・健康観・
信頼感-」, 『経済研究』, 63巻, 1号, pp. 42-55. 
飯田善朗 (2009) 「相対所得における他者とはだれか ： アンケート調査から」, 『京都
産業大学論集社会科学系列』, 26号, pp. 131-156. 
大和三重 (2010) 「介護労働者の職務満足度が就業継続意向に与える影響」, 『介護福祉
学』, 17巻, 1号, pp. 16-23.  
大和三重 (2014) 『介護人材の定着促進に向けて ‐職務満足度の影響を探る‐』, 関西
学院大学出版会. 
岡部光明 (2012) 「経済学的世界観の強さと限界 ： 経済学における人間の行動前提の再
14 
 
考そして対応方向」, 『国際学研究』, 41巻, pp. 37-49. 
加藤善昌 (2015) 「介護労働者の離職抑制のために ‐内発的動機と企業内ソーシャル・
キャピタルの重要性‐」, 『人間福祉学研究』, 8巻, 1号, pp. 87-102. 
公益財団法人介護労働安定センター (2015) 『平成27年度介護労働実態調査(事業所にお
ける介護労働実態調査)』, 公益財団法人介護労働安定センター.  
厚 生 労 働 省  (2010) 『 平 成 22 年 度 賃 金 構 造 基 本 統 計 調 査 』 , 
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001028611&cycode=0 平成 26 年
11月10日午後3時32分アクセス 
周燕飛 (2009) 「介護施設における介護職員不足問題の経済分析」, 『医療と社会』, 19
巻, 2号, pp. 151-168. 
統計局 (2016) 『人口推計： 各月1日現在人口「全国： 年齢 (5歳階級), 男女別人口」 ‐
平成28年7月報‐ 』, http://www.stat.go.jp/data/jinsui/pdf/201607.pdf 平成28年7月21
日午後5時14分アクセス 
花岡智恵 (2009) 「賃金格差と介護従事者の離職」, 『季刊社会保障研究』, 45巻, 3号, pp. 
269-286.  
花岡智恵 (2010) 「介護労働者の早期離職要因に関する実証分析」, 『一橋大学Discussion 
Papers No. 472』.  
堀田聡子 (2009) 「介護保険事業所（施設系）における介護職員のストレス軽減と雇用管










































… Yes=1, No=0 
